
別紙

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅰ．事業評価総括表（令和7年度）

備　考

1 地域活性化措置 教育施設維持運営事業 津山市 50,203,000 50,203,000 70,115,200

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額



番号

1
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 津山市
交付金事業実施場所 津山市二宮1982-2、津山市高野本郷1270-1、津山市新野東600-1

交付金事業の概要

　津山市内にある幼稚園（2園）及び認定こども園（1園）の運営経費（幼稚園教諭等25人
分、令和7年6月から令和8年1月までの8ヶ月分の人件費）。
　保護者より教育・保育施設に対して要望の多い「教育・保育の連携促進」や「障害児支援
施策の充実」等に対応するため、電源立地地域対策交付金を活用したものです。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 教育施設維持運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

補助対象事業に関係する主要政策・施策
津山市第５次総合計画（平成28年度～令和7年度）
　まちづくりの大綱Ⅰ　子育て環境の充実と人と文化を育むまちづくり
　　１　子どもが健やかに育つために
　　　３）幼児教育・保育の充実
　　　　①　幼児教育・保育の充実
　　　　　　「就学前教育･保育カリキュラム」の一層の推進を図り、質の高い就学前教育
　　　　　・保育を目指します。また、子どもの連続的な育ちや学びのため、小学校など
　　　　　の関係機関と連携し、円滑な移行を進めます。
　　　　③　特別支援・療育体制の充実
　　　　　　特別な支援が必要な子どもに対して、個々に対応したきめ細やかな支援･療育
　　　　　を実施します。また、保護者などの不安や悩みに対応するため、療育支援に取
　　　　　り組むとともに、子どもの育ちに対する正しい理解を促進するため、情報提供
　　　　　や啓発活動を実施します。

目標：定量的な目標設定なし

Ⅱ．事業評価個表（令和7年度）



交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため事業終了後早期に実施。

　保護者に対して、子どもたちが充実した園生活が送れているか様々な角度から伺うアン
ケート調査を実施した結果、総合評価として96.57％の満足度を得ることができました。特
に、園教諭の子どもや保護者への関わり方に関係する「子どもの気持ちへの理解」や「相談
のしやすさ」に関する項目については、98.00％と総合評価よりも高い満足度を得ていま
す。
　今後も引き続き、教育・保育の充実と、家庭や関係機関、地域との連携強化を推進し、住
民福祉の向上に資する幼稚園等の運営を実施することで、電源立地地域である当市の地域振
興と電力施設の設置・運転に対する住民理解を深めることに大きく寄与できるものと考えま
す。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位
幼児教育を
受ける子ど
もたちが充
実した園生
活が送れる
環境整備に
取り組む

令和7年度 事業終了（予定）年度 令和7年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

アンケート
肯定的な回
答をした人
数／総回答
者数

96.57

80.00

120.71

評価年度 令和7年度

成果実績

目標値



交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和5年度単位

活動実績

活動見込

活動指標

人月

人月

%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和7年度令和6年度

200 200

令和5年度 令和6年度 令和7年度 備　考

67,954,800 66,820,200 70,115,200

99.5 98.5 100.0

幼稚園教諭の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

199 197 200

200

達成度

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 幼稚園教諭25名 70,115,200

50,203,000

50,203,000

49,336,000

49,336,000

50,213,000

50,213,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

こども保育課

こども保育課



別紙

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅰ．事業評価総括表（令和７年度）

措置名
交付金事業に要

した経費
番号 備　考交付金充当額

交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名
交付金事業の名称

(総事業費)
29,524,100

26,109,000 26,109,0001
地域活性化措

置 公民館維持運営事業 鏡野町



Ⅱ．事業評価個表（令和７年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 公民館維持運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
　　鏡野町第２次総合計画（後期基本計画） 令和３年度～令和７年度（５年間）
　　　政策：３ 創造豊かな教育・文化の里づくり
　　　施策：３－２生涯学習の推進
　　　　・多様なニーズに応える学習機会の提供と充実を図ります。
　　　　・計画的な大規模改修等で生涯学習施設・設備の整備・充実を図ります。
　
【目標】（令和７年度）
　　何らかの学習活動を行っている町民の割合　：　４４．０％
　　公民館講座受講者数　：　２４，０００人

事業開始年度 令和7年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 鏡野町
交付金事業実施場所 鏡野町竹田ほか12カ所

交付金事業の概要

　公民館職員人件費16名（正職員1名・会計年度職員15名）11か月分。
　鏡野町民の教養の向上、健康の増進、生活文化の振興を図り、生活文化の振興、社
会福祉の増進を図るための中核拠点である「鏡野町立公民館」の安定的な運営を確保
するため、サービス提供にかかる人件費の一部に電源立地地域対策交付金を充当しま
す。

事業期間の設定理由 公民館運営は年間を通じて行われるため。



評価年度の設定理由

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　サービス提供に係わる人件費の一部に電源立地地域対策交付金を活用し、鏡野町民
の教養の向上、健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るための中核拠点
である「鏡野町立公民館」の安定的な運営が図れました。その結果、施設利用者の目
標値を達成することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業終了後早期に実施。

令和7年度

利用者数
73,000人

以上

施設利用者
数

成果実績 人 80,485

目標値 人 73,000

達成度 ％ 110

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度



うち経済産業省分 28,000,000 32,302,000 26,109,000 86,411,000

うち文部科学省分

総事業費 30,028,020 42,168,940 29,524,100

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

29,524,100職員雇用人件費

補助対象事業の評価課室 　鏡野町生涯学習課

補助対象事業の担当課室 　鏡野町生涯学習課

101,721,060

交付金充当額 28,000,000 32,302,000 26,109,000 86,411,000

令和7年度

交付金事業の総事業費
等

令和5年度 令和6年度 令和7年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 令和6年度

公民館の正職員・臨時
職員の雇用者数

活動実績 人 16 19 16
活動見込 人 16 19 16
達成度 ％ 100 100 100



別紙

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅰ．事業評価総括表（令和７年度）

190,503,842

交付金事業に要
した経費

174,704,000 174,704,0001 地域活性化措置 保育園維持運営事業 鏡野町

番号
備　考

(総事業費)
交付金充当額

交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名
交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和７年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 保育園維持運営事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

　交付金事業に関係する主要政策・施策
　　鏡野町第２次総合計画（令和３年度～令和７年度）
　　１ こころあたたかい福祉の里づくり
　　　１－６子育て支援の充実
　　　　　・町民ニーズの高い子育て支援サービスの充実に努めます。
　
　目標：（令和７年度）
　　　子育てしやすい町だと感じている町民の割合　　　：90.0％
　　　仕事と子育てが両立できていると思う町民の割合　：75.0％

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 鏡野町
交付金事業実施場所 鏡野町古川、沢田、下森原、香々美、女原

交付金事業の概要

　鏡野町立保育園職員人件費54名（正職員27名・会計年度任用職員27名）12ヶ月分。
　家庭において必要な保育を受けることが困難である乳児又は幼児、その他保育を必
要とする児童の保育を行う鏡野町立保育園の安定的な運営を確保するため、サービス
提供に係る人件費の一部に電源立地地域対策交付金を充当します。



事業期間の設定理由 保育園維持運営は年間を通じて行われるため。

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業終了後早期に実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　保育園のサービス提供に係わる人件費の一部に電源立地地域対策交付金を活用し、
家庭において必要な保育を受けることが困難である乳児又は幼児、その他保育を必要
とする児童の保育を行い、鏡野町立保育園の安定的な運営が図れました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

施設利用満
足度を70％
以上

アンケート
満足＋普通
／総数

成果実績 ％ 97

目標値 ％ 70

達成度

事業開始年度 令和7年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

％ 138



補助対象事業の担当課室 鏡野町子育て支援課

補助対象事業の評価課室 鏡野町子育て支援課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 正職員27名、会計年度任用職員27名 190,503,842

交付金事業の契約の概要

総事業費 196,720,968 211,344,675 190,503,842 1,404,680,311

うち経済産業省分 0 0 0 0

交付金充当額 174,890,000 184,551,000 174,704,000 1,268,681,000

うち文部科学省分 174,890,000 184,551,000 174,704,000 1,268,681,000

交付金事業の総事業
費等

令和5年度 令和6年度 令和7年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 令和6年度

55
100%

57
57
100%

54
54
100%％

令和7年度
人
人

保育園の正職員・会計
年度任用職員の雇用者
数

活動実績
活動見込
達成度

55


